
近年、我が国においては人口減少問題が急減にクローズアップされ、政府は「次元の異なる少子化対策」

を打ち出し、その財源を巡って国会などにおいて様々な議論が交わされている。

この問題の大きさは我が国の盛衰を左右するほど深刻且つ根深いものがあるのではないか。現実に 15歳か
ら 64歳の生産年齢人口の世代の減少は我が国の社会・経済活動を著しく縮小させることになる。そして、我
が国が誇る医療・介護など社会保障制度にも影響を及ぼすものとなる。

さて、この人口減少問題を一般的に労働市場の面から考えると、高齢者や女性の労働への参加は進んでいる

が、それだけでは問題解消に結びつかず、労働力の不足は深刻化することが予想される。そして、これを補

うため、人の手の代替えとなる機械化や自動化など最新技術の開発や普及が加速的に進んでいくであろう。

特に対物的な業務は働く人の長時間労働や身体的負担を軽減し、生活の余裕も生まれるかもしれない。更に、

従来の業務がロボットなどに置き換わることが、労働力の移行にも繋がり、建設や輸送、販売や接客関係な

どにおいては労働市場の変化をもたらすものとなると考えられている。

私達が気になる医療・福祉現場においては、2040年までは、生産年齢人口の減少が続くものの、高齢者人
口は横ばいで推移することから、必然的に労働力不足が生じると予想される。しかし、医療・福祉など高齢

者に需用の高いサービス業においては、サービス対象となる高齢者の減少がないため、引き続き医療・福祉

現場での慢性的な労働力不足が続くと考えられている。しかし、2040年をピークに高齢者人口が減少してく
ると、医療の需要は減少することから、逆に医療・福祉現場の労働力は過剰になる可能性が高い。

このような中、当会の今後の臨床検査技師の需要と供給に関する調査や厚生労働省の研究班の検討などか

らも供給過剰が指摘されている。

本会とっては我が国唯一の臨床検査技師の職能団体として、臨床検査技師が将来にわたって「安心して生き

がいをも持って働ける環境」を将来にわたり創ることが出来るか、重大な危機感を持ち、この問題を捉えて

いる。

そこで 2040年を時間軸としてとして捉え、若手会員を中心に 20年～30年後を見据えたグランドデザイン
を描き、内部での論議を高めていくと共に、本会の事業運営体制を再構築し、社会的な認知度を高める広報

活動の強化に取り組もうとしている。

まさに、今、未来に向けての変革に向けて動き出そうとしている。
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